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１．はじめに

　筆者らは，2020年より国際協力機構（以下，JICA）
がモンゴル教育科学省とともに実施している「モンゴル
国障害児のための教育改善プロジェクトフェーズ2」（以
下，START2 ）に従事している。START2では，2015 ～
2019年に実施された「モンゴル国障害児のための教育
改善プロジェクト」で構築された通常学校におけるイン
クルーシブ教育実践のモデルを全国普及することが目的
の一つとなっている。インクルーシブ教育実践のモデル
構築においては，現地の教員研修での講義やモンゴル
の教育関係者による日本視察を通じ，日本のインクルー
シブ教育システム構築においても重視される「個別の
教育支援計画及び指導計画の作成」，「校内委員会の設
置」などの取り組みを紹介し，これらの制度がモンゴル
の現状に合った形で取り入れられている。
　START2では，このモデルを全国普及するための足
掛かりとして，ウランバートル市9区にあるモデル校
25校に対し，インクルーシブな学校づくりのための
活動計画作成支援，1校あたり5,000,000MNT（約24
万円）を上限とした活動費の補助，インクルーシブな
学級づくりに向けた勉強会と教員研修の実施，モニタ
リングのための学校訪問・活動への助言を行った。本
研究では，START2によるこれらの介入及びモデル校
の実践活動を整理する。なお，本稿での見解は筆者ら
のものであり，必ずしも JICAの公的見解を反映する
ものではない。またモンゴルの行政機関名および人物

名などはSTART2の翻訳である。

２．モンゴルにおけるインクルーシブ教育の取り組み

２．１　本稿における「インクルーシブ教育」
　2006年12月に国連総会において採択された「障害
者の権利に関する条約」では，第24条において「機
会の均等を基礎として実現するため，あらゆる段階に
おける障害者を包容する教育制度及び生涯学習を確保
する」と規定している（文部科学省，2012）。英語で
は，「States Parties recognize the right of persons with 

disabilities to education. With a view to realizing this right 

without discrimination and on the basis of equal 

opportunity, States Parties shall ensure an inclusive 

education system at all levels and lifelong learning」となっ
ており（OHCHR, 2006），加盟国にはインクルーシブ
教育の推進が求められている。モンゴルは2009年に
障害者の権利に関する条約に加入し，2016年2月には
「障害者の権利に関する法律」を制定した。同法律の
実効性を高めるため，2017年には「障害者の権利，
参加，発達支援に関する国家プログラム」が国会にて
承認され，障害者の権利に対する市民の意識を高める
こと，政策に障害者の視点を反映させること，障害者
を対象としたサービスを改善することなど，政府の方
針が打ち出された（JICA, 2019）。
　一方，UNICEF（n.d.）は，「インクルーシブ教育」
をすべての子どもが公平に学校へ行き，学び，成長す
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るための必要なスキルを身につける機会を与える最も
効果的な方法であり，障害のある子どもだけでなく，
少数言語を話す子どもなど，これまで排除されていた
集団への学習機会を提供すること，と説明している。
2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な
開発目標（SDGs）」のゴール4でも「すべての人に包
摂的かつ公正な質の高い教育を確保し，生涯学習の機
会を促進する」とされ（外務省，n.d.），障害者，先住
民および脆弱な立場にある子どもなどが平等に教育に
アクセスでき，すべての人々に安全で非暴力的，包摂
的，効果的な学習環境を提供できるようにすることが
掲げられている。このような国際的潮流を受け，モン
ゴル教育科学省は，障害のある子ども，カザフ族など
の少数民族，海外のモンゴル人子女など，様々な教育
的ニーズのある子どもに対応すべく，教育政策の実
施・モニタリングを担当する教育総合庁にインクルー
シブ教育課を設置している。
　START2は，障害に焦点を当てて活動を行っている
ことから，本稿においては「インクルーシブ教育」を
「障害のある子どもが通常学校で学ぶこと」として用
いる。

２．２　教育一般事情
　モンゴル全土の人口は340万人（2021年），首都ウ
ランバートル市の人口は163万人（全人口の47.9 ％）
であり，首都一極集中の人口構造となっている。民族
はモンゴル人が95％を占め，そのほかにカザフ人な
どが住んでおり，公用語はモンゴル語，西部ではカザ
フ語も話されている。面積は156万4,100㎢（日本の
約4倍）であり，宗教はチベット仏教が主流となって
いる（外務省，2022）。経済面では鉱業，牧畜業が主
であり，2021年の一人当たりGDPは4,418米ドルで世
界193カ国中115位である（GLOBAL NOTE, 2022）
　モンゴルの学校は9月に始業し，6月に終業する。教
育科学省が管轄する就学前教育は1.5 ～ 5歳児を対象
とし，幼稚園で行われている（文部科学省，n.d.a）。学
校教育は，2014-2015学年度に11年制（小学部5年・
中学部 4年・高等部 2年）から12年制（小学部5年・
中学部 4年・高等部 3年）に移行し（井場，2016），
ほとんどの学校が小中高一貫教育を行っており，1～
12年生（6～ 18歳）までが同じ校舎を使用している。
子どもの数が多いため，多くの学校が2部制の授業形
態である。高等教育は大学，専門大学，カレッジ，及
び高等専門学校で行われ，大学では学士課程（4～ 6
年），修士課程（1～ 2年），博士課程（3～ 4年）が設
置されている（文部科学省，n.d.a, 教育新聞，2022）。

２．３　障害の定義
　2016年2月に，障害者の権利に関する条約を受けて
制定された障害者権利法には，障害者とは，「身体的，
精神的，感情的，感覚的な恒久的な障害が他の環境障
壁と組み合わさったために，ほかの人々と同じように
社会生活に完全かつ効果的に参加する能力が制限され
ている者」と定義されている（労働・社会保障省，
2016）。障害者認定は，1994年に制定された社会保険
法を根拠に，年金や社会サービスを受給するために用
いられている。2020年にモンゴル全土で実施された
国勢調査は，障害者認定に基づいてデータが収集さ
れ，障害者の総数は106,363人（全人口の3.3％）で
あった。その内男性は58,900人（男性人口の3.6％），
女性は47,400人（女性人口の2.8％）。障害種別では，
身 体 障 害23,974人（22.5 ％）， 知 的 障 害21,517人
（20.2％），視覚障害12,762人（12.0％），聴覚障害8,696
人（8.2％），言語障害3,308人（3.1％），重複・その他
の 障 害36,106人（33.9 ％） と な っ て い る（JICA, 

2021）。教育科学省が設定する障害のカテゴリーは，
障害者認定を目的とした定義と同じ，身体障害，知的
障害，視覚障害，聴覚障害，言語障害，重複・その他
の障害の6種類である（鈴木ら，2018）。

２．４　障害のある子どもの学びの場
　モンゴルにおける障害のある子どもの教育は，1962
年の視覚障害と聴覚障害を対象とした特殊学級開設か
ら始まり，知的障害，肢体不自由へと対象が広がって
いった。その後「統合教育」という概念が紹介され，
現在はインクルーシブ教育の実現に向かっている（鈴木
ら，2018）。障害のある子どもの学びの場は主に，通常
学校，通常学校の特別支援学級，特別支援学校（モン
ゴルではそれぞれ「特別学級」，「特別学校」と呼ばれ
る）の3カ所である。特別支援学校は首都のウランバー
トルに視覚障害特別支援学校1校，聴覚障害特別支援
学校1校，知的障害・肢体不自由特別支援学校4校の計
6校があり，地方部にはない。そのほかの障害のある子
どもの学習の場としては，様々な事情で学校へ通えない
子ども・成人への教育を行う公立の生涯教育センター
が全国に26センターあり，重度の障害のある子どもへ
の教育や訪問教育が実施されている（JICA, 2021）。
　モンゴルの障害者白書（労働・社会保障省，2020）
によると，小学部・中学部段階の障害のある子どもの
総数は8,209人で，その内教育を受けた子どもは6,301
人（76.7％）となっている。一方，就学している子ど
もの人数を就学年齢層の子ども数で割った数値である
純就学率（JICA緒方研究所，n.d.）は，小学部98％
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（2018年），中学部92％（2019年）である（THE WORLD 

BANK, 2020, 2022）。

２．５　モンゴルにおけるJICAの当該分野支援
　開発途上国への政府開発援助（ODA）の内，二国間
援助を一元的に実施するJICAは，開発援助を行うため
に各国の重点分野を設定している。モンゴルには3つ
の重点分野が設定され，その内の1つが「インクルー
シブな社会の実現」であり，障害者の社会参加・社会
包摂の推進が掲げられている（JICA, n.d.a）。相手国政
府に対する技術協力，無償 /有償資金協力，海外協力
隊事業など，様々なスキームがあり，「モンゴル国障害
児のための教育改善プロジェクト」及びSTART2は技
術協力である。技術協力は，日本人専門家の派遣，研
修員の日本への受け入れ，現地における機材供与とい
う3つの協力手段を組み合わせ，一つのプロジェクト
として一定の期間に実施される（JICA, n.d.b）。
　JICA（2014）がモンゴルで実施した調査では，障
害のある子どもの教育に関する課題として，教育への
アクセス（早期診断体制の未整備，障害のある子ども
の限られた受け入れ）と教育の質（カリキュラム・教
科書の未整備，教員の指導力不足）が指摘されてい
る。これらの課題に対応するため，JICAは2015 ～
2019年にかけて「モンゴル国障害児のための教育改
善プロジェクト」を実施した。
　「モンゴル国障害児のための教育改善プロジェクト」
では，障害を認定し支援サービスを検討する障害児の
保健・教育・社会保障支部委員会の能力強化，障害の
早期発見・発達支援のためのツール開発，1歳6カ月
児健診の導入，障害児とその家族を支援する親子教室
の試行を行った。また，個別教育計画（以下，「IEP」。
日本の個別の教育支援計画及び個別の指導計画に相
当）や校内委員会，授業時間外の個別指導，就学支援
会議などについて，日本人専門家による日本の取り組
みの紹介や，モンゴルの教育関係者による日本視察を
通じて紹介され，モンゴルの現状に合った形で取り入
れられた。START2は，「モンゴル国障害児のための
教育改善プロジェクト」の後継プロジェクトとして
2020年に開始し，前フェーズで制度化された発達支
援・教育サービスのモンゴル全土での普及と，幼稚園
における発達支援・教育サービスのモデル構築などに
取り組んでいる（JICA, 2021）。

２．６　本研究の目的
　前述の通り，START2では，2015 ～ 2019年に実施さ
れた「モンゴル国障害児のための教育改善プロジェク

ト」で構築された通常学校におけるインクルーシブ教
育実践のモデルを全国普及するための足掛かりとして，
ウランバートル市9区にあるモデル校25校に対し介入
を行った。本研究は，START2によるこれらの介入及
びモデル校の実践活動について整理検討し，好事例や
今後の課題について明確にすることを目的とする。

３．方法

３．１　対象校
　本研究の対象校はウランバートル市9区のモデル校
25校である。START2では，ウランバートル市9区の
学校から25校を選定し，各校がインクルーシブ教育
実践のモデル校となるよう，インクルーシブな学校づ
くりのための活動計画の作成や実施を支援した。モデ
ル校の中には，「モンゴル国障害児のための教育改善
プロジェクト」のパイロット校であった8校，JICAの
無償資金協力事業である「ウランバートル市初等・中
等教育施設整備計画」によって新設されたユニバーサ
ルデザインの学校施設を有する4校が含まれている。
すべての学校が12年制（小学部・中学部・高等部を
有する）となっている。学校の規模は，子ども数1,000
人 未 満 が5校（20 ％），1,000 ～ 2,000人 未 満7校
（28％），2,000 ～ 3,000人未満8校（32％），3,000 ～
4,000人 未 満2校（8 ％），4,000 ～ 5,000人 未 満3校
（12％）となっており，半数以上が2,000人以上であっ
た（図1）。1クラスの子どもの数は学校や学年によっ
て差はあるが30 ～ 45人程である。前述の通り，モン
ゴルでは子どもの数に比べて学校数が少ないため，多
くの学校が2部制の授業形態をとっている。

　START2では，日本人専門家がウランバートル市9
区の教育課インクルーシブ教育担当官（以下，IE担

〜999人
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図１　在籍数による25校の割合
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当官）と協力しながら，モデル校のインクルーシブな
学校づくりのための活動計画作成支援，1校あたり
5,000,000MNT（約24万円）を上限とした活動費の補
助，インクルーシブな学級づくりに向けた勉強会と教
員研修の実施，モニタリングのための学校訪問・活動
への助言を行った。IE担当官とは，日本における教
育委員会の指導主事に近い役職であり，ウランバート
ル市の各区教育課または各県の教育局に配置され，管
理職・教員向け研修，訪問モニタリングの実施，各校
からの活動報告の確認などを行っている。本研究で使
用する各種データおよび写真は，学校から提出された
中間報告書・完了報告書ならびに，START2と IE担当
官が実施した学校訪問時の情報を基にしている。

３．２　調査対象期間
　本研究では，2021年 5 月～ 2022年 6 月に実施され
たSTART2とモデル校25校の活動を調査対象とする。
なお2021年 9 月～ 2022年 1 月は新型コロナウイルス
感染症感染拡大の影響で，オンライン授業や隔週での
対面授業が行われており，活動の実施に一部制限が
あった。

３．３　対象となる活動
　START2では，インクルーシブ教育の普及のために，
IE担当官の能力強化，IE担当官によるインクルーシ
ブ教育普及活動，モデル校におけるインクルーシブな
学校づくりに取り組んでいる。本研究では，START2
と IE担当官がモデル校に対して行った介入と，モデ
ル校が取り組んだインクルーシブな学校づくりの活動
を取り上げ，モデル校が取り組んだ活動の好事例を整
理し，START2の介入がどのように影響しているかを
考察する（図2）。

４．モデル校に対する介入

　2021年 5 月～ 2022年 6 月に実施した主なモデル校
への介入活動を下表にまとめる。なお，新型コロナウ
イルス感染症対策の観点から，期間中の研修はオンラ
インで実施した。2022年 2 月以降，感染者数が減少
傾向にあったため学校訪問は対面で実施し，2022年 6
月に実施した IE担当官・25校の経験共有セミナーは
対面とオンラインのハイブリッドで開催した。
　インクルーシブな学級づくりに向けた勉強会と教員
向けオンライン研修においては，日本の知見を紹介
し，25校の活動の参考にしてもらった。勉強会と研
修の概要を以下に整理する。

① インクルーシブな学級づくりに向けた勉強会
　個別教育計画の策定により，個への配慮は検討しや
すくなったものの，通常学校では 1クラス40人ほど

政府機関
(教育省/教育総合庁)日本人専門家

ウランバートル市内9区
IE担当官

モデル校（9区25校）

インクルーシブ教育普及活動
1. 管理職・教員研修の開催
2. 訪問モニタリングの実施
3. 各校からの活動報告の確認

IE担当官の能力強化
1. 研修の実施
2. インクルーシブな学校普及活動の計画策定
3. 合同モニタリング

インクルーシブな学校づくり
1. 支援が必要な子どもの特定 2. 個別教育計画の作成 3. 学習環境や教材の整備
4. みんなが学びやすい授業・学級運営 5. 授業時間外を活用した個別指導

1. 活動計画策定支援とモニタリ
ング

2. 勉強会の実施
3. 教員研修の実施
4. 学校訪問時の観察・助言

有識者グループ
(コアグループ)

分析対象

図2　�START2におけるインクルーシブ教育普及に向けた
取り組み

時期 活動内容

2021年

5月 ・ウランバートル市9区から25校のモデル校選定
5月～ 22年5月 ・25校の一部教員を対象にインクルーシブな学級づくりに向けた勉強会（計12回）
8月 ・管理職向け研修

9～ 10月
・モデル校活動の説明会
・各校におけるインクルーシブな学校づくり活動計画および予算計画作成

10 ～ 11月 ・各校との契約書の締結

2022年

2月
・START2と IE担当官による学校訪問（1回目）
・中間報告書の提出

3～ 5月 ・教員向けオンライン研修（計6回）
4～ 6月 ・START2と IE担当官による学校訪問（2回目）
5月 ・最終報告書の提出
6月 ・IE担当官・25校の経験共有セミナー

表１　START2およびモデル校25校の活動
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の子どもに対し，担任 1人で授業を行う必要がある。
モンゴルの通常学校では障害のある子どもの指導に関
して高い専門性を持つ教員は限られており，支援員な
どの配置の制度も整備されていないため，支援が必要
な子どもに対応するあまり，ほかの子どもへの対応が
不十分になるという現場の声もあった。そこで，モン
ゴルにおけるインクルーシブな学級づくりを牽引する
ことが期待されるモデル校の経験豊富な教員12名を
対象に，インクルーシブな学級づくりに向けた勉強会
を月に 1度，各回 1時間30分，オンラインで実施し
た。この勉強会ではクラス全員がわかりやすい学級づ
くり・授業づくりをテーマに，日本およびモンゴルの
専門家による講義や，参加者による教育実践の共有な
どが行われた。
　勉強会のはじめに，日本でも学校現場で試行が進ん
でいる多層的な支援システムの考えや実践を紹介し
た。多層的な支援システムとは，学校のすべての子ど
もたちが通常の教育カリキュラムに基づいて教育の成
果を上げるため，学校全体で多層的に取り組む指導・
支援の仕組みである。学習面と社会性の 2要素を考慮
し，すべての子どもを対象とした 1次的な取り組み，
配慮を要する子どもに対する 2次的な取り組み，支援
が必要な子どもに対する集中的な指導を行う 3次的な
取り組みの 3層から構成される（齊藤・小澤，2020）。
勉強会では，特に 1次的な取り組みを拡充すること
で，特別な教育的ニーズのある子どものみならず，す
べての子どもが学びやすい授業になる点に着目し，参
加者にモンゴルの文脈に合わせた実践を積み重ねるよ
う促した。なお，1次的な取り組みの例としては，授
業中に難易度の異なる課題を用意し，子ども自らが取
組む課題の難易度と量を選ぶ，子どもにとって見やす
く理解しやすい板書を行う，視覚情報と聴覚情報をバ
ランスよく提示するなどがある。

② 教員研修
　モデル校の多くは外部講師を招くなどして独自に教
員研修を実施していたものの，2022年 2 月に実施し
た学校訪問の際，教員によって知識や理解にばらつき
があることが判明した。そこで，25校の教員のイン
クルーシブ教育に対する理解を深めるため，2022年 3
～ 5 月にオンライン研修を 6回実施した。研修内容
は，インクルーシブ教育実践において必要とされる基
礎的な内容，インクルーシブな学級づくりに向けた勉
強会で好評であった講義などを選定した。教員の忙し
さを考慮し，1回あたり60分，毎週同じ時間帯に設
定し，毎回100人以上の教員が参加した。2部制授業
のために研修に参加できない教員も視聴できるよう，
研修動画はYouTubeにアップロードした。

５．結果と考察

５．１　学校訪問で確認された好事例
　各学校におけるインクルーシブな学校づくりの活動
計画実施状況をモニタリングするため，START2の日
本人専門家は IE担当官と共に，学校訪問を 2回実施
した。学校訪問では，25校の様々な変化と好事例を
確認することができた。その中から，聴覚障害のある
子どもへの座席への配慮と，視覚情報を多用した読み
教材の導入の2事例を紹介する。
【事例1：聴覚障害のある子どもの座席への配慮】
　2年生の聴覚障害のある女児は，右耳が小耳症，左
耳に補聴器をつけている。1回目の訪問時（2022年2

テーマ
1 インクルーシブ教育とインクルーシブな学級づくり
2 インクルーシブな授業づくり
3 わかりやすい板書の方法
4 個別教育計画の基本
5 モデル校の好事例から学ぶ
6 学習・行動面に課題のある子どもの理解

表３　モデル校25校の教員向け研修

テーマ
1 インクルーシブな学級づくり
2 学びのユニバーサルデザインと通常の学級における授業づくり
3 わかりやすい指導，理解しやすい授業
4 わかりやすい授業計画
5 自閉症の理解と学級での配慮
6 板書計画と見やすい板書
7 モンゴル語の指導方法
8 学習や行動に課題のある子どもの指導法
9 事例研究（教員3名が実践を発表）
10 算数の指導方法
11 問題行動への対応
12 勉強会の振り返り

表２　インクルーシブな学級づくりに向けた勉強会 学習面 社会性

集中的な指導

• 小集団における支援
• 個別の支援等

• 小集団における支援
• 教育相談等

• わかりやすい授業
• 子どもの主体的活動と選択
• 多様なニーズに応じた目標と
評価等

• 居心地のよい学級づくり
• 安定した仲間関係
• 自己決定と社会貢献
• 肯定的な承認等

3次的な取り組み
【 支援が必要な子ども 】

2次的な取り組み
【 配慮を要する子ども 】

1次的な取り組み
【 すべての子ども 】

出典：インクルーシブな学級づくりに向けた勉強会 第2回「学
びのユニバーサルデザインと通常の学級における授業づくり」
帝京平成大学 齊藤由美子氏の資料

図 3　多層的な支援システム
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月）の際は，彼女は教室の一番前に座り，自信のない
表情で授業に参加していた。START2の日本人専門家
から座席を一番前ではなく，他児の動作が確認できる
教室中央付近に移動してはどうかと助言をした結果，
2回目訪問時（2022年 5 月）には，彼女の座席は教室
中央になっており，彼女の周りには授業をよく理解し
ている子どもが配置されていた。これにより周囲の子
どもが彼女の学習を支援するだけでなく，彼女が解答
に自信を持てなかった時には，自ら周囲の子どもに質
問するようになり，友だちとのかかわりが積極的に
なった。

【事例2：視覚情報を多用した読み教材の導入による
学力改善】
　START2では，子どもの読み書きの理解を高めるた
め，文字だけではなく挿絵などを活用した教材の有用
性を研修および学校訪問の際に紹介した。その結果，
ある学校では独自に文字と絵を組み合わせた読み教材
を作成し，読みが難しい子どもに対して使用した。絵
があることで内容理解が進み，その子どもは自信を
もって音読ができるようになった。また同校の2021-
2022学年度に入学した 1年生は，新型コロナウイル
ス感染症感染拡大の影響で2年ほど幼稚園に通うこと
ができず，基礎的学力が十分に身についていない子ど
もが多かった。そこで，前述の絵を多用した読み教材
を使って指導したところ，1年生の読みの能力が向上
した。この教材で勉強した 1年生と，教材を使用しな
かった 2年生の読み能力の平均を学年末に比較したと
ころ，1年生の成績の方が高くなり，教材の有用性が
確認された。

　上記2事例を含め，複数の好事例を分析した結果，
好事例発現のための要素として次の共通点が確認でき
た。まず，担当する教員の指導技術である。好事例の
発現には，指導環境や子どもとの相性なども影響する
が，好事例が確認された学級では，どの教員も高い指
導技術を有しており，モチベーションも高い傾向に
あった。またそのような教員は校内研修やSTART2に
よる研修での学びを活かし，自ら指導法などを考えて
実践していた。この結果より，インクルーシブ教育に
関する理解や，支援が必要な子どもへの対応を教員が
学ぶ機会を提供することが，好事例となる実践の積み
重ねにおいて重要な点であると言える。

５．２　�モデル校25校のインクルーシブな学校づく
りのための活動計画と実績

　モデル校が2021年 9 月～ 10月に作成した，インク
ルーシブな学校づくりのための活動計画には，各校が
1年間に取り組む内容が記載されており，START2は
この計画に沿って各校の活動をモニタリングした。こ
こでは，各校が作成した活動計画，中間・最終報告書
より，活動計画内容，活動結果，活動上の課題・困難
であった点について分析する。

① インクルーシブな学校づくりのための活動計画
　各校の計画を集計した結果，合計246の活動が確認
され，1校平均では9.88（SD=8.78）であった。確認

写真：聴覚障害女児が在籍する教室

写真：挿絵を多用し，読みの理解を深める教材
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された活動を下図のとおり6つのカテゴリーに分類
し，集計した。その結果，「校内委員会 /個別教育計
画（IEP）」に関する活動は93（全体の37.8％），「子ど
も・保護者支援」は61（24.8％），「環境整備」は34
（13.8％），「教職員への対応」は27（11.0％），「指導・
教材」は25（10.2％），「外部との連携」は 6（2.4％）
であった。
　最も多く計画された活動は，「校内委員会 /個別教
育計画（IEP）」カテゴリーの「IEPの作成・評価」の
21校，次いで「教職員への対応」カテゴリーの「教
員研修の実施」20校，「校内委員会 /個別教育計画
（IEP）」カテゴリーの「校内委員会の開催 /定期開催」
18校であった。この 3つの分析は後述する。

② 各校の活動結果
　各校の活動結果について，2022年6月に提出された
最終報告書の記載を基に集計した。計画を予定通り完
了した学校は25校中 8校（32％），計画に遅れが生じ
たがすべての活動を完了した学校は12校（48％）で
あった。新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響で
例年とは異なる学校運営を強いられたが，80％の学校
が計画していた活動を終えた。なお，活動が完了でき
なかった学校は 2校（8％）あった。1校は計画した
内容は一通り実施したが回数が不足していた（子ども
のアセスメントや教員研修を複数回実施予定であった
が，回数を減らして実施），もう 1校は学校の予算で
廊下と階段に手すりを設置予定であったが実施できな
かったというものであった。

図４　活動計画（校内委員会/個別教育計画（IEP），子ども・保護者支援）

図５　活動計画（環境整備，教職員への対応，指導・教材，外部との連携）
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③ 活動上の課題・困難であった点
　インクルーシブな学校づくりのための活動を実施す
る上での課題・困難であった点について，2022年5月
に提出された最終報告書の記載を基に集計した。その
結果，72件の課題・困難な点が確認された。これら
を図7，図8のとおり4つのカテゴリーに分類し集計
した結果，「指導・支援」カテゴリーは37件，「教職
員の課題」は19件，「予算・その他」は9件，「保護
者」は7件であった。
　全体を通して最も多い回答は，「指導・支援」カテ
ゴリーの「障害児に対する指導法」9件，「IEPの作
成・評価方法」6件，「保護者」カテゴリーの「保護
者の理解・態度」6件であった。「障害児に対する指
導法」が最も多かった理由としては，通常学校の教員
の多くが障害のある子どもに対する指導経験，通常学
級におけるインクルーシブ教育実践についての知見を

十分に有していないと感じていることが背景にあると
推察される。そのため，障害のある子どもへの指導法
やインクルーシブ教育実践に関する継続した教員研修
の実施，教員グループによる経験共有の機会の提供が
求められる。

5．3　モデル校25校が取り組んだ活動分析
　インクルーシブな学校づくりのための活動の中で，
最も多くの学校が取り組んだ「IEPの作成・評価」（21
校），「教員研修の実施」（20校），「校内委員会の開催
/定期開催」（18校）について，以下に分析する。

（1） 個別教育計画（IEP）の作成・評価
① IEPの概要
　2015年頃までは，ウランバートル市にある4校の知
的障害・肢体不自由特別支援学校において，それぞれ
簡易な IEPが作成されていた。しかし，各校で異なる
様式が用いられていたこと，IEPが実際の指導が十分
に反映されていないなどの課題が確認されたため，
「モンゴル国障害児のための教育改善プロジェクト」
において，日本の個別の教育支援計画及び指導計画を
参考にしながら，全国の学校で活用できる IEPの
フォーマットを作成した（上原ら，2018）。2018年3
月29日付教育大臣令A/155号にて，IEPのフォーマッ
トと作成ガイドラインが承認され，運用が始まった。
　現在，通常学校で用いられている IEPの目的は以下
の3点である。

予定通り完了
32%

遅れはあったが完了
48%

未了の活動あり

活動の修正をし完了
12%

8%

図６　活動の完了状況

図７　活動上の課題・困難であった（指導・支援，教職員の課題）

図８　活動上の課題・困難であった（予算・その他，保護者）

9

6

4

4

3

3

2

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

障害児に対する指導法

IEPの作成・評価方法

対象児の日常生活・健康上の課題

教材教具の確保・品数の薄さ

障害児とのコミュニケーション

支援が必要な子どもに対するオンライン授業

対象児の実態把握・障害診断

指導・支援 (N=37)

4

2

2

2

2

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

教員の理解不⾜

教員間の経験共有

教員間の協⼒関係の構築

授業と研修の時間の重なり

教員の業務過多

教職員の課題 (N=19)

【1校のみ回答】保護者との意⾒相違

【1校のみ回答】教員の追加⼿当の⽀払い⽅法、運動療法が実施できない、⽇本語とモンゴル語の専門
用語の違い

6

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

保護者の理解・態度

保護者 (N=7)

2

2

2

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

物価上昇および商品不⾜

領収書管理

IEに関する予算確保

予算・その他 (N=9)

－ 727 －

田島，他 : モンゴルの通常学校におけるインクルーシブ教育の実践



A） 障害のある子どもや特別な教育ニーズのある子ど
も1人1人の発達の特徴，ニーズを的確に把握し，そ
れに適した特別なニーズ教育のサービスを提供するこ
と
B） 子どもの発達の実態に応じて学校及び家庭におい
て指導する学習内容，教員及び専門家の指導法，支援
制度を明確にして活用すること
C） 子どもの発達の進歩を評価し，生活や学習におい
て直面している問題を解決すること
　これらの目的を日本の個別の教育支援計画，個別の
指導計画の目的（文部科学省，n.d.b）と比較すると，
目的（B）は個別の教育支援計画に，目的（A）と
（C）は個別の指導計画に相当しており，モンゴルの

IEPは日本の個別の教育支援計画および指導計画双方
の目的を有しているものであると言える。
　IEPの内容は，子どもの実態，長期・短期目標，教
員や専門家の指導・支援，目標の評価となっている。
IEP作成にあたっては，子ども本人，保護者の合意を
得て，校長または学習マネージャー（日本の教頭に相
当）が承認することとなっている。

② 各校の IEP作成状況と対象児
　2020-2021学年度と2021-2022学年度の IEP作成状
況を分析する。各校から提出された最終報告書から
2020-2021学年度における IEP作成状況が把握できた
のは25校中20校であり，その内2020-2021学年度に
IEPを作成していたのは4校，作成率は20％であった。
この数値は，日本で特別支援教育が実施されはじめた
2007年の通常学校における個別の教育支援計画の作
成率（国公立私立・幼少中高の合計）の26.8％と類似
する数値であった（文部科学省，2017）。一方，2021
-2022学年度は25校すべてが IEPを作成し，作成率は
100％となった。
　2018年の大臣令発出後，2019年5月14日付教育大
臣令A/292「障害児の一般教育学校におけるインク
ルーシブ教育規則」において，通常学校でも支援が必
要な子どもに IEPが作成可能となった。新型コロナ
ウィルス感染症拡大による学校閉鎖の期間があったこ
とを考慮すると，制度改定から1年程度で通常学校に
おける IEP作成が浸透していることがうかがえる。こ

の背景には，各県・区の教育課が IEP作成数をモニタ
リングしていることや，IEP作成が教員の追加手当の
判断基準の一つとなっていることなどが挙げられる。
START2では，研修において IEPの作成方法について
もわかりやすく説明し，IEP作成における教員の負担
感の軽減を図った。
　IEPが作成された子どもは25校で計295人，1校平
均11.8人（SD=32.18），内訳は小学部217人（対象児
全体の73.6％），中学部77人（26.1％），高等部1人
（0.3％）であった。学部別の割合をみると，小学部が
全体の4分の3を占めていた。
　校内委員会によって支援が必要とされた子どもは合
計353人（小学部239人，中学部113人，高等部1人）
であり，IEP作成率は小中校全体で83.6％であった。
この数値は，2018年の日本の通常の学級に在籍する
幼児児童生徒で，学校が個別の指導計画を作成する必
要があると判断した子どもの内，実際に個別の指導計
画が作成された割合83.3％（文部科学省，2018）とほ
ぼ同値であり，高い作成率であったことが明らかと
なった。
　障害認定を受けている子どもは合計259人（小学部
177人，中学部81人，高等部1人）であった。小学部
については障害認定を受けている子どもの数よりも多
く IEPが作成されているが，中学部については障害認
定を受けていても IEPが作成されていない子どもがい
ることも明らかとなった。この理由について，学校訪
問時に複数の教員から，教科担任制の中学部・高等部
とは異なり，クラス担任制である小学部は IEPが作り
やすいからという意見が聞かれた。

③ IEPの評価
　IEPで設定された目標について学年度末の達成度
を，モンゴル教育省のガイドラインに沿った4段階評
価にて集計した。IEPが作成された295人の内，評価
結果が明らかな277人（小学部200人，中学部77人）
についての結果は以下のとおりであった。全体（277
人）では，目標の「80 ～ 100％達成」が76人（28％），
「60 ～ 79％達成」87人（31％），「40 ～ 59％達成」76
人（27％），「40％未満」38人（14％）であった。小
学部，中学部，それぞれで集計した場合も，目標の達

個別教育計画の対象 (人 )
校内委員会が対象にした
支援が必要な子ども (人 )

障害認定のある子ども (人 )

小学部 中学部 高等部 合計 小学部 中学部 高等部 合計 小学部 中学部 高等部 合計
217 77 1 295 239 113 1 353 177 81 1 259

表４　個別教育計画，障害認定，校内委員会対象児数
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成度合いは同様の結果であった。
　「40％未満」の達成率が全体で14％あった理由につ
いては，IEPの目標設定が不適切であったこと，目標
に対する指導法・支援が不十分であったこと，また，
新型コロナウイルス感染症拡大の影響によるオンライ
ン授業の実施や登校制限などのため十分な指導時間が
確保できなかったなどが推察されるが，理由の特定に
は個々のケースの分析が求められる。

④ IEPを作成したことによる教員・子ども・保護者
の変化
　IEPの作成・運用・評価を通し，教員・子ども・保
護者の意識や態度に変化が起きていたことが学校訪問
の教員インタビューで確認された。主な4つの変化を
以下に紹介する。
・　 IEPを作成していなかったときは，教員は対象児

に十分な注意を向けなかったが，IEPの作成を通
し，その子に対する指導法を深く考えるように
なった。

・　 IEP対象児だけでなく，支援が必要なほかの子ど
もに対しても教員の意識が向くようになった。

・　 教員が以前よりも子どものことを理解したいと思
うようになった。子どもの学習が遅れる原因を考
え，今できることとできないことを分析するよう
になり，高い意識で指導に取り組むようになっ
た。教員の態度が前向きに変化したことで，子ど
ももその意欲を感じ取り，積極的に学習に取り組
むようになった結果，教員と子どもの関係性が改
善した。

・　 子どもの障害を認めない保護者は，IEP作成に対
して否定的であった。しかし，IEPを作成し，わ
かりやすい指導を実践することで，子どもの理解
が向上し，学習に対して自信を持つようになっ
た。子どもが楽しく学ぶ姿勢から，保護者が持つ
指導に対する印象も改善し，教員・保護者・子ど
もが一体となり，指導を進めることができた。

　このように，IEPを作成・運用・評価することは，
教員の指導に対する意識の改善だけでなく，子どもの

学習意欲の向上，保護者の態度の変化につながること
が確認された。

（2） 教員研修の実施
　モデル校25校中20校が教員研修を計画していた。
最終報告書から研修の詳細が確認できた16校は34の
研修を実施していた。研修内容を分類した結果，「個
別教育計画（IEP）」に関する研修を実施した学校が8
校と最も多く，次いで，「特定の障害について」と
「インクルーシブ教育（IE）・障害児の理解」に関する
研修を実施した学校がそれぞれ6校であった。「IEP」
に関する研修が多かった理由としては，前述の通り，
IEPを2020-2021学年度に作成した経験がない学校が
多かったため，各校において IEP作成の基本的内容を
理解する必要があったことが推察される。また，「IEP」
「インクルーシブ教育（IE）・障害児の理解」など，イ
ンクルーシブ教育実践において必要とされる基礎的な
内容の研修が多く実施されたことも確認された。

（3） 校内委員会の開催 /定期開催
① 校内委員会のメンバーと役割
　「校内委員会」は，「モンゴル国障害児のための教育
改善プロジェクト」において日本視察を行ったモンゴ
ルの教育関係者によりモンゴルへの導入が提案された
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ものである。その後，2019年5月14日付教育大臣令
A/292号により，全国の学校での設置が決定した。
　校内委員会の設置は，障害のある子どもを担当して
いる教員が一人で悩むのではなく，学校全体でサポー
トできる体制を構築し，子どもの学習環境を充実させ
ることを目的としている。主たるメンバーは，学校
長，学習マネージャー，各校に配置されているソー
シャルワーカー，教員，学校医，教育局の IE担当官
などである。主な役割は，（A）支援が必要な子ども
の特定，（B）その子どもたちの実態把握を基とした，
一人ひとりに必要な支援内容の協議，（C）指導計画
の作成，（D）指導計画のモニタリング，（E）必要に
応じた外部専門機関との連携，（F）教員研修や保護
者・地域住民向け研修会の実施，（G）校内で事例検
討会を通じた教員たちの共通理解の促進である。

② 校内委員会の開催状況
　モデル校25校から提出された最終報告書から2020-
2021学年度における校内委員会の開催が把握できた
のは23校であり，その内2020-2021学年度に校内委
員会を開催していたのは9校，開催率は39.1％であっ
た。この数値は，日本で特別支援教育が実施されはじ
めた2007年の通常学校における校内委員会設置率（国
公立私立・幼少中高の合計）74.8％と比較するとかな
り低いものであった（文部科学省，2017）。一方，
2021-2022学年度は25校すべてで校内委員会が開催
された（開催率100％）。この数値は2018年の日本の
校内委員会設置率（小学校99.5％，中学校96.3％）と
同様の数値であり（文部科学省，2018），前年度から
大幅に改善されている。

③ 校内委員会の好事例の分析
　START2の日本人専門家と IE担当官による学校訪問
では，校内委員会の様々な活動が確認された。その
内，2つの好事例を取り上げる。どちらの事例におい
ても，校長および管理職の積極的なかかわりが好事例
発現のための必須要素であることが分かる。今後，モ
ンゴルの学校において校内委員会が定期的に開催さ
れ，その役割を果たすためには，校長および管理職が
その必要性を十分に理解し，リーダーシップを発揮し
ていくことが重要であると言える。
・　 学校Aの校長は，教員，学習マネージャーを経験

し，校長に就任した。自身の豊富な教員経験に加
え，「モンゴル国障害児のための教育改善プロ
ジェクト」が作成した障害児への指導実践マニュ
アル等を参考にし，校長自身がインクルーシブ教

育について幅広い知見を有するようになった。そ
の結果，校内委員会の活動として，IEPを作成し
ている教員20人に対し，校長が指導に関する個
別相談の機会を設けた。結果，教員の指導力が向
上したことに加え，校長自身が校内のインクルー
シブ教育実践を把握することにもつながり，学校
運営が改善された。

・　 学校Bでは，管理職である学習マネージャーと
ソーシャルワーカーを中心に校内委員会が開催さ
れ，インクルーシブ教育の環境整備を進めてい
る。管理職がインクルーシブ教育推進の役割を担
い，校内で確認された好事例について教員に広
め，改善が必要な点については助言をした。また
教員同士の経験共有の機会も設けるようにしたこ
とで，教員間の連携が強まった。

６．まとめと今後の展望

　START2のモデル校に対する介入と，モデル校の実
践を整理した結果，以下のことが確認された。
・　 校内委員会を中心に，個別教育計画（IEP）の作

成や校内研修・保護者向け研修の実施，環境整備
などのインクルーシブな学校づくりのための活動
が普及した。

・　 校内委員会の好事例を分析すると，校長および管
理職の積極的なかかわりが円滑な運営において必
須である。

・　 IEPの作成率は上がったが，評価については達成
度の低い子どもが一定数いたため，具体的な理由
を分析し，改善につなげていく必要がある。

・　 「教員研修の実施」について，16校による34の研
修を分類した結果，「IEP」「インクルーシブ教
育・障害児の理解」といった，インクルーシブ教
育実践において必要とされる基礎的な内容の研修
が多く実施された。

・　 活動上の課題を分析した結果，「障害児に対する
指導法」についてさらに知見を深める必要がある
と回答した学校が多く，障害のある子どもへの指
導法やインクルーシブ教育実践に関する継続した
教員研修の実施，教員グループによる経験共有の
機会の提供が求められる。

・　 指導力もモチベーションも高い教員にインクルー
シブ教育に関連した学びの機会を提供すること
で，好事例となる実践を積み重ねていくことがで
きる。
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　モンゴルでは，通常学校で障害のある子どもがほか
の子どもと共に学べるようなインクルーシブ教育シス
テムの構築に向けて，教育省や当事者団体，支援機関
などが様々な取り組みを行っており，日本をはじめ，
他国の経験も参考にしながら，モンゴルの実情に合っ
た制度や仕組みを構築している。これまでも通常学校
に障害のある子どもは在籍していたが，インクルーシ
ブ教育の考えに沿った実践は多くなかった。今回モデ
ル校で取り組んだ実践は，多くの学校にとって新たな
活動であり，今後も各学校が試行を重ねていく必要が
ある。
　ウランバートル市のモデル校25校は，今後も自校
での実践を継続しつつ，IE担当官と協力して区内の
ほかの学校への事例共有や研修実施をすることが求め
られている。START2は，インクルーシブ教育実践の
全国普及に向けて，2022年9月以降は地方での活動を
本格始動する。モデル校25校については，IE担当官
を通じて活動状況を定期的にモニタリングする予定で
ある。また，オンラインでの教員研修などを通じてモ
デル校の抱えるニーズに対応し，区内のほかの学校へ
の普及を引き続き支援する計画である。
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Abstract

 “The Project for Strengthening Teachers’ Ability and Reasonable Treatments for Children with Disabilities Phase II 

(START2)” is a technical cooperation project of the Japan International Cooperation Agency (JICA). It aims to provide 

“developmental support and education services for children with disabilities ages 2 to 16 that are disseminated throughout 

Mongolia,” so that children with disabilities can study in regular schools (as of the end of August 2022). In its activities, the 

“creation of an individualized education support plan and an individualized teaching plan” and “establishment of school 

committees,” which are also emphasized in the development of Japan's inclusive education system have been introduced. 

The purpose of this study is to organize and review these interventions by START2 and the practical activities of the 25 

model schools, and to identify good practices and future challenges.

 The START2 intervention for the 25 model schools consisted of support to develop plans for inclusive schools, to provide 

subsidies for activity expenses up to 5,000,000 MNT (approximately 240,000 JPY) per school, to implement teacher training 

for inclusive classrooms, and to conduct school visits for monitoring and giving advice on their activities. In the plans for 

inclusive schools in 25 schools of the 2021-2022 school year (the school year in Mongolia starts in September and ends in 

June of the following year), a total of 247 activities were planned. Despite the impact of the spread of COVID-19, 20 schools 

implemented all planned activities. Many schools planned the following activities: “Creation and evaluation of 

individualized education plan (IEP)” (21 schools), “Implementation of teacher training” (20 schools), and “Holding school 

committee/regular meetings” (18 schools).

 Regarding “Creation and evaluation of IEP,” only four schools had created IEPs in the 2020-2021 school year, but all 25 

schools had created IEPs in the 2021-2022 school year. IEPs were created for 295 of the 353 children regarded as needing 
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support identified by the school committee. The IEPs creation rate of 83.6% is almost the same as the one of 83.3% for 

individualized teaching plans for students enrolled in Japanese regular classes from kindergarten to upper secondary school 

in 2018. Regarding “Implementation of teacher training,” the training on basic content required for inclusive education 

practices, such as IEPs, specific types of disabilities, and training on inclusive education and understanding children with 

disabilities, were provided. Regarding “Holding school committee/regular meetings,” 39.1% of the model schools held such 

meetings in the 2020-2021 school year, while 100% of the schools held the meetings in the 2021-2022 school year. The 

schools with properly running their school committee have a characteristic that the principal or other administrators fully 

understood the need for the school committee and led teachers and staff.

Keywords: Inclusive Education, Regular school, Mongolia

Support Center for Special Needs Education and Clinical Practice on Education, Tokyo Gakugei University, 4-1-1 

Nukuikita-machi, Koganei-shi, Tokyo 184-8501, Japan

要　旨

　国際協力機構（JICA）の技術協力プロジェクト「モンゴル国障害児のための教育改善プロジェクトフェー
ズ 2（START2）」では，「2 ～ 16歳の障害児のための発達支援・教育サービスがモンゴル全土に普及すること」
を目標に掲げ，障害のある子どもが通常学校で学べるよう活動を実施している（2022年 8 月末現在）。その中
で，日本のインクルーシブ教育システム構築においても重視される「個別の教育支援計画及び個別の指導計画
の作成」，「校内委員会の設置」などについても紹介を行ってきた。本研究は，START2によるこれらの介入及
びモデル校の実践活動について整理検討し，好事例や今後の課題について明確にすることを目的とする。
　モデル校25校に対するSTART2の介入は，インクルーシブな学校づくりのための活動計画作成支援，1校あ
たり5,000,000MNT（約24万円）を上限とした活動費の補助，インクルーシブな学級づくりに向けた勉強会と
教員研修の実施，モニタリングのための学校訪問・活動への助言である。2021-2022学年度（モンゴルの学校
は 9月に始業し翌年 6月に終業）の25校におけるインクルーシブな学校づくりのための活動計画では，計247
の活動が計画され，新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響もあったが20校が計画したすべての活動を実
施した。特に多くの学校が取り組んだ活動は，「個別教育計画（IEP）の作成・評価」（21校），「教員研修の実
施」（20校），「校内委員会の開催 /定期開催」（18校）であった。
　「IEPの作成・評価」については，2020-2021学年度には4校でしか作成されていなかったが，2021-2022学
年度には25校すべての学校で作成されるようになった。校内委員会によって支援が必要とされた子ども353名
中，295名に IEPが作成され，作成率は83.6％と2018年の日本の通常の学級に在籍する幼児児童生徒の個別の
指導計画作成率83.3％とほぼ同値であった。「教員研修の実施」については，IEP，特定の障害種，インクルー
シブ教育・障害児理解に関する研修といった，インクルーシブ教育実践において必要とされる基礎的な内容の
研修が実施された。「校内委員会の開催 /定期開催」については，2020-2021学年度の開催率は39.1％であった
が，2021-2022学年度には100％となった。校内委員会が適切に運営されている学校は，校長もしくはほかの
管理職がその必要性を十分に理解し，教職員を統率している学校であった。

キーワード: インクルーシブ教育，通常学校，モンゴル
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